




































































































































































































































































































































No． 貧困率（1口Po） Const． 1皿（Yd／N） Adj．R2　　D－W比
1 白　　　　　　人 13．0732一1．3708 ．9271 1．3888
（一τ4571）
2 非　　白　　人 15．0129一1．4628 ．8777 ．8068
（一5．5672）
3 男子世帯主の世帯員 19．4621一2．2031 ．9509 1．0002
（一9．2526）
4 女子世帯主の世帯員 10．4152一．8608 ．9430 1．5827
（一8．4738）






































No． 貧困率（1口Po） Const． 』（Y・／N）l　Ad岬 D－W比
1 大都市圏全人種 5．6178 一．4172 ．3855 1．2468
（一1．5912）
2 大都市圏白人 9．8074 一．9825 ．6974 1．0725（一3．0726）
3 大都市圏黒人 4．4481 一．1440 ．1640 ．9947（一．4712）
4 大都市圏以外全人種 15．O097一1．5473．9729 2．1903
（一12，595ユ）
5 大都市圏以外白人 13．5211一1．3873．9511 2．2266
（一g．2470）
6 大都市圏以外黒人 15．9502一1．5309．9570 1．1077
（一g．9066）
注　括弧の中はt一統計量（d．f．＝9の左きtn，o声2，306〕．の中はt一統計量（d　f＝9のときto　gF2306）
　なぜ，大都市圏の貧困率については良好な回帰式がえられなかったのであろ
うか。大都市圏における貧困率の動きを吟味してみると，データ期間の1966年
一1975年の問では貧困率はそれほど大きた変化をしていないことがわか私大
都市圏の貧困率，とりわけ黒人の貧困率は，総貧困率にみられるような下降傾
向はなく，むしろ循環的な動きを示してい乱大都市圏においては，経済的葵
因以外の杜会的要因（例えば，都市部におげるゲヅトーの拡犬など）によって
も，あるいはまた高い福祉手当を求める貧困人口の都市流入などによっても貧
困率は影響を受げていると考えられ，平均的所得水準を意味する1人当り実質
個人可処分所得だけでは都市圏の貧困率をうまく説明できない。上述の杜会的
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要因も考慮に入れねばならないし，ま走都市地域におげる貧困者は都市地域外
に住む貧困老に較べて景気の動きにより敏感であろう。貧困率の循環的な動き
を説明するために，例えば失業率などを回帰式に含めば，もっと良好な推定結
果がえられるかも知れない。
　夫都市圏以外の地域の各貧困率については，比較的良い推定結果がえられ
た。各回帰式の相関係数もダービン・ワトソン比も満足できる値を示し，推定
バラメータも高い信頼水準で有意である。大都市圏以外の地域の貧困率は・主
とLて平均的所得水準の関数と考えられる。貧困率の1人当り実質個人可処分
所得に関する弾力性はおおよそ一1，5である。景気の動きによってはあまり大
きな影響を受けていないであろう。大都市圏以外の地域に関しても，白人と黒
人との所得弾力性の間にはあまり差がなかった。
　注（1）たとえぱ，弾力性が一〇．25で貧困率が1Oパーセソトであるとき，失業率水準が
　　　5パーセソトから4パーセソトヘと変ると（すなわち，その変化率は20パーセソ
　　　トである），貧困率は変化率で5バーセソト変化し，10バーセソトの水準から9．5
　　　バーセ：／トの水準へと低下する。
　　（2）And…rson（1974）参照。
w一む　　す　　び
　以上の分析によれぱ，全人口に占める貧困者総数の割合，すなわち総貧困率
は平均的な所得水準により実質的影響を受げ，失業率によって表わされる循環
的な景気の動きにはそれほど夫きた影響を受けていなかった。しかし，全雇用
人1］に占める農業雇用人口の割合を説明変数として加えた推定式では，満足な
推定バラメータがえられなかったため，農業人口の変化および農家と非農家と
の生活費等の違いがどのように貧困率に反映されるかは把握できなかった。
　男子世帯主の世帯員に関する貧困率の所得弾力性はきわめて高く，女子世帯
主の世帯員に関する所得弾力性の低さと対照的であっれこれは，経済が成長
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を続け，実質所得水準が持続的に上昇1二ているとき，男子世帯主の家計の方が
女子世帯主のそれよりも早く貧困から脱出する可能性が高いことを示しており，
経験的事実に合致している。
　白人の貧困率の所得弾力性と非白人の貧困率のそれとはさほど大きな差異が
みられず，両老の貧困率とも平均的所得水準の変化からはほぼ等しい影響を受
けている。
　居住地域別の貧困率に関Lては，大都市圏における貧困が全般的貧困や大都
市圏以外の貧困とは状況を異にしており，マクロ経済的要因だけではなく，杜
会的要因によっても影響を強く受げていると考えられ，1人当り実質個人可処
分所得のみを説明変数とする回帰式ではその貧困率の推移をうまく説明できな
かった。
　大都市圏以外の地域の人種別貧困率に関しては，所得弾力性が高く，この地
域の貧困率は平均的所得水準により強い影響を受けていると考えられる。
　本稿では，貧困率の推移によって集計的な意味でのアメリカの貧困状態の変
化を分析しようと試みたが，貧困率だけでは正確に貧困をとらえることができ
ないことに注意する必要がある。たとえば，所得が貧困線のごく僅か下からご
く僅か上へと上昇しただげでは，貧困からの完全な脱出とは云えないが，この
僅かな所得の上昇が貧困率の低下に反映される場合がありうるだろう。とくに
“皿ear　poor”と呼ばれる貧困線に近い所得で生活している人々が多数存在す
る場合，貧困そのものを正確に把握するためには貧困率だけではなく，もっと
詳細な分析，とくに質的な考察が必要となろう。また，貧困の測定基準として
1年問の所得額をとるだげではなく，1年以上にわたる貧困状態をカバーでき
るような基準を用いて，慢性的な貧困を把握することが望ましいであろう。
　これまでの分析では，マクロ経済的指標によってのみ貧困率の捷移を説明し
てきたが，果してAFDCやSSIたどの所得維持プログラムは貧困率の低下
にどれほど貢献Lたであろうかという問題が残っている。ω　しかL，上述の擢
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定式からは所得維持プログラムの効果を直接には推定できない。所得維持プロ
グラム（とくに，現金給付プログラム）の実施は，主として低所得老の個人可
処分所得を上昇させるが，プログラム実施のための費用が課税によってまかな
われるのであれば所得の再分配が行なわれるだげで平均的所得水準自体は影響
を受けない。もし，所得緯持プログラムの実施が新たな増税をすることなしに
予算の配分比率を変えることにより可能となるような場合，平均可処分所得は
上昇するかも知れないが，それにしてもその上昇分は個人可処分所得水準の変
化に顕著な動きを与えるほど大きくはないであろう。むしろ，所得維持プログ
ラムの効果は所得分布の均等度を示す変数を推定式に加えることにより測定さ
れるかも知れない。だが，先に述べたように所得分布の均等度はそれほど変化
していないのであるからあまり有意な推定結果はえられないであろ㌔所得維
持プログラムの効果を分析するには，貧困率という集計的概念に関するモデル
ではなく，念入りに構築されたミクロ経済学的分析モデルが必要とされよう。
注（1）所得維持プログラムの発展については，Yokota（1977）を参照。
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